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案件別事後評価（内部評価）評価結果票:無償資金協力 
評価実施部署：カンボジア事務所（2022年 5月） 

国名 
プノンペン前期中等教育施設拡張計画 

カンボジア王国 

Ⅰ 案件概要 

事業の背景 

カンボジアの教育インフラは、1970年代からの内戦の影響で、教員数の減少、学校施設の
破壊、教科書・教材の廃棄等により壊滅的な打撃を受けた。その後、教育の復興及び改善の
努力が続けられ、初等教育は、2011-2012年時点で純就学率の 96.4％への増加といった成果を
上げた。一方で、前期中等教育は 35％台に留まり、産業人材育成に欠かすことができない後
期中等教育や高等教育への進学数増加を阻害する要因となっていた。特に、産業人材育成ニ
ーズが高い首都プノンペンにおいては、近年の急速な人口増加に対して、前期中等教育の施
設が不足していた。1教室当たりの生徒数 95.7人と全国平均 61.5人を大幅に上回っていた。
その結果、三部制、又は二部制を取らざるを得ず、授業時間数の不足等により教育の質の低
下を招き、教室数の拡充が喫緊の課題となっていた。 

事業の目的 
本事業は、人口が急増する首都プノンペンにおいて不足する前期中等教育施設を拡充するこ
とにより、前期中等教育へのアクセス及び教室の過密状態の緩和による学習環境の改善を図
り、もって将来の産業人材育成にも寄与することを目指した。 

実施内容 

1. 事業サイト：プノンペン 
2. 日本側： 
1) 土木工事、調達機器：中学校 8校 165教室（14,553㎡）、トイレ 7ブース（333.3㎡）、

教員及び生徒用の机・椅子等  
2) ソフトコンポーネント：詳細設計・施工監理 

3. 相手国側： 
整地、既存の建物等の取り壊しのための準備作業 等 

事業期間 
交換公文締結日 2014年 6月 30日 事業完了

日（計画） 
2017 年 3 月
（34カ月） 

事業完了
日（実績） 

2018年1月26
日（56カ月） 贈与契約締結日 2014年 7月 14日 

事業費 
交換公文供与限度額・贈与契約供与限度額：851百
万円 

実績額：834百万円 

相手国実施機関 プノンペン教育・青年・スポーツ局(PPDoEYS) 

案件従事者 

本体：Deum Penh Construction Co., Ltd., Ly Chhuong Construction & Import Export Co., 
Ltd. 
コンサルタント：株式会社毛利建築設計事務所 
調達代理機関：一般財団法人日本国際協力システム 

Ⅱ 評価結果 

【留意点】 

事前評価では、事後評価を事業完了から 3年後に実施することとなっていたが、事業遅延のため、事業完了から 2年後に実施した。 

1 妥当性 
【事前評価時のカンボジア政府の開発政策との整合性】 
本事業は、カンボジアの開発政策と合致していた。「国家戦略開発計画 2009 年～2013 年」において、「能力構築と人間開

発」を重要戦略の一つとし、教育の重要性を強調している。また「教育戦略計画 2009 年～2013 年」では「中等教育におけ
る質と効率性の向上」を目的として掲げ、教育への公正なアクセスの強化のため新規学校建設を進めることを明記していた。 
【事前評価時のカンボジアにおける開発ニーズとの整合性】 
本事業は、カンボジアの開発ニーズと合致していた。プノンペンにおいては、近年の急速な人口増加に対して、前期中等

教育の施設が不足しており、1教室当たりの生徒数 95.7人と全国平均 61.5人を大幅に上回っていた。 
【事前評価時における日本の援助方針との整合性】 
本事業は、日本の援助方針と合致していた。「カンボジア国別援助方針」(2012年 4月)において、「教育の質の改善」を含

む「社会開発の促進」が重点分野の一つであった。 
【評価判断】 
以上より、本事業の妥当性は高い。 

2 有効性・インパクト 
【有効性】 

事業の目的は達成された。対象 8校の収容可能人数（生徒受入人数）は、2013年 5,236人から 2020年 12,179人に増加し
た（指標 1）。対象 8 校の 1 教室当たり生徒数は、同期間に 98 人から 44.25 人まで減少した（指標 2）。1 教室当たり生徒数
は、国家基準の 40人～50人に達した。 
本事業の定性効果として、三部制が廃止されたことで、授業時間及び学習時間が長くなり、欠席者や退学者が減少し、教

育環境が向上した。教室を間借りしていた対象 4校も、事業後、十分な数の教室を持っている。 
【インパクト】 

本事業は、事業完了後の産業人材の育成に寄与した。本事業は、学校レベルでのあるべき教育プロセスにふさわしい、基
本的な施設・設備を提供することで、開発ニーズを支えるものとなった。前期中等教育の卒業率と、後期中等教育の入学率
はほぼ 100％を達成している。また、生徒の化学科目の知識も向上した。このことより、労働市場に参入する、もしくは、
工学系の高等教育を受ける後期中等教育卒業者が増えたことが推察される。 

その他正負のインパクトは確認されなかった。 
【評価判断】 
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以上より、本事業の有効性・インパクトは高い。 
 
定量的効果 

指標 

基準年 

2013年 

計画年 

目標年 

2020年 

事業完成 2年後 

実績値 

2018年 

事業完成年 

実績値 

2019年 

事業完成 1年後 

実績値 

2020年 

事業完成 2年

後 

出所 

対象 8 校の収容可

能人数（人） 
5,236 12,496 10,250 11,294 12,179 

PPDoEYSへの
質問票回答 

対象 8 校の１教室

当たり生徒数（人） 
98 72 40 44 44.25 

PPDoEYSへの
質問票回答 

 

3 効率性 
本事業の事業費は計画どおりであった（計画比：98％）が、事業期間は計画を大幅に上回った（計画比：165％）。コミュ

ニティ開発支援無償資金協力というスキームでの現地調達手続きが、カンボジア側にとって初めてであったことが主因であ
る。すべての契約及び入札書類の確認に時間を要し、時には、現地語に翻訳する必要があった。以上より、効率性は中程度
である。 
4 持続性 
【制度・体制面】 
現行の組織体制は、事後評価時点までにおいて、本事業の効果を維持することができている。PPDoEYSは、初等から中等レ

ベルまでの学校の運営・維持管理を監督する一方、対象校の生徒、教師、校長が日々の運営・維持管理を実施している。対
象校 8 校のうち、6 校では十分な人数の教師が配置されている。他の 2 校は、学区の拡大が原因で、教師の数は十分ではな
い。 
【技術面】 
無償資金協力「プノンペン市小学校建設計画」にて作成された運営・維持管理マニュアルの配布を通じて、本事業で整備

された学校施設・設備の運営・維持管理に関する技術的な知識が関係職員に共有されている。そのため、本事業完了以降、
対象校は日常的な運営・維持管理を実施できている。学校レベルでは、生徒と教師が日々教室とトイレの清掃を行っている。 
【財務面】 
対象校の財務状況は、政府から割り当てられた予算により裏付けられている。この予算は、基本的かつ日常的な運営・維

持管理には十分である。大規模なメンテナンスの場合には、学校は、学校運営委員会、プノンペン都、教育・青年・スポー
ツ省（MoFYS）など、に対外的な支援を要請する必要がある。予算支援を受けた後、各学校は、民間業者に委託する必要があ
る。 

【運営・維持管理の状況】 

事業評価時点において、対象校は本事業で設置した施設・設備の適切な運営・維持管理を継続している。施設・設備は良
好な状態であり、所期の目的に沿って利用されている。スペアパーツや消耗品も、適時調達されている。対象校は、排水管
の詰まりのようなそれほど重大でない問題については対処・解決できている。 
【評価判断】 
以上より、本事業の運営・維持管理は制度・体制面に軽度な問題があり、本事業によって発現した効果の持続性は中程度

である。 
5 総合評価 
本事業は、前期中等教育施設を拡充することにより、前期中等教育へのアクセスの強化及び教室の過密状態の緩和による

学習環境の改善を図るという事業目的を達成した。本事業は、事業完了後、将来の産業人材育成にも寄与した。持続性につ
いては、十分な教師数の配置については軽度な問題があったものの、現在の組織体制は事業効果を維持することが可能であ
る。効率性については、事業期間が計画を大幅に上回った。 

以上より、総合的に判断すると、本事業の評価は高いといえる。 

Ⅲ 提言・教訓 

実施機関への提言： 
・対象校の財務状況は過去 3年間で改善されており、これはプノンペン都と MoEYSによって維持されるべきである。新型コ
ロナウイルス流行中の過去 2 年間、政府は優先度の低い費目の支出を削減した。また、すべてのレベルの学校は 2021 年 11
月まで完全に閉鎖されていた。学校再開後、対象校は運営・維持管理を含む準備予算が必要となる。そのため、プノンペン
都からの学校の運営・維持管理用の予算配分を確保する、または、2022年に緊急ニーズとして増額する必要がある。 
 
JICAへの教訓： 
・本事業は、日本のコミュニティ開発支援無償資金協力案件のカンボジアにおける第一号案件であった。その実施体制は、
調達代理機関の支援の下、現地で施工業者が選定された。初期段階で、カンボジア政府と調達代理機関との間で代理人契約
を締結する必要があった。この過程で、カンボジア側が契約書に対して非常に懐疑的で、細かい点や言葉遣いまで確認し、
現地語への翻訳も必要であったため、契約書が署名されるまでの議論や交渉に想定以上の時間を要した。さらに、調達・入
札書類は、プノンペン都知事の最終承認を得るまでに、政府機関による確認が必要であった。ゆえに、新しいスキームで無
償事業を実施する場合には、JICAが準備調査もしくは概略設計調査を実施する際に、事前に必要諸手続きについて双方で確
認する必要がある。 
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プノンペンの Chamroeun Phal中学校 

 
Chamroeun Phal中学校の教室 

 


